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意見書の提出について 

 

高額療養費制度の自己負担限度額引き上げの白紙撤回を求める意見書（案） 

を議会の議決をもって、それぞれあて先に提出されたく提案します。 



（意見書案第 ２ 号） 

 

高額療養費制度の自己負担限度額引き上げの白紙撤回を 

求める意見書（案） 

 

高額療養費制度は、高額な医療費がかかった場合に、年収に応じて一定の上

限を定める制度であり、公的医療保険制度のセーフティーネットと言われてい

る。 

政府は「現役世代の社会保険料の負担軽減のため」を口実に、高額療養費の

自己負担限度額を引き上げようとしている。当事者や国民の強い反対により、

今年からの引き上げは見送られたが、計画自体が撤回されたわけではない。 

現行では負担限度額を５つの所得区分で定めており、中間の層である７０歳

未満で年収３７０万円～７７０万円の方の自己負担限度額は８０，１００円に

定率負担額を超える医療費に対しての１％の自己負担を加えたものとなってい

る。 

しかし今回、年収区分をそれぞれの層で３段階に区分し、３年かけて引き上

げ、年収６５０万円～７７０万円の区分では８０，１００円から１３８，６０

０円に引き上げるとした。 

一方、この改定による現役世代の保険料の軽減額は、労使折半後一人当たり

月４６円～２０８円と試算され、軽減を実感できない金額となっている。 

全国保険医団体連合会の調査では、この限度額の引き上げで４割を超える方

が「治療を中断する」、６割の方が「治療の回数を減らす」と答えている。政

府も受診抑制で２，２７０億円が生み出されると試算している。がんや難病の

患者にとって、受診抑制は命に直結する問題である。 

国民の命と健康を守るのが国の役割である。 

よって国におかれては、だれもが安心して医療にアクセスできる公的医療保

険制度を保障するため、高額療養費制度の自己負担限度額の引き上げは白紙撤

回するよう強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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